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取手駅前開発とまちづくりシンポジウ 発言要旨 
2024/5/18 

小池信彦（元公益社団法人日本図書館協会理事） 
 
１ 図書館がにぎわい創出の核になるのか 
 
２ （仮称）駅前取手図書館に求めるもの 
 ・取手市民の書斎 
 ・取手市民の応える図書館員 
 ・取手市の中心図書館の機能 
 
３ 図書館づくりの基本的な考え方 
 3.1 図書館法の規定の確認 
 3.2 FLA-UNESCO公共図書館宣言2022 
 3.3 図書館学の五法則 (The Five Laws of Library Science) 

第一法則:Books are for use (図書は利用するためのものである。) 
第二法則:Every reader his or her book  

(いずれの読者にもすべて、その人の図書を。)  
第三法則:Every book its reader (いずれの図書にもすべて、その読者を。) 
第四法則:Save the time of the reader (図書館利用者の時間を節約せよ。)  
第五法則:Library is a growing organism (図書館は成長する有機体である。) 

「令和 4 年度日本図書館協会図書館政策セミナー」 
盛岡大学文学部 吉植 庄栄 

 
 3.4 これからの図書館像－地域を支える情報拠点をめざして－（報告） 

・図書館実践事例集～主体的・対話的で深い学びの実現に向けて～（学校図書館） 
・図書館実践事例集～地域の要望や社会の要請に応えるために～ 令和2年3月 
 
・イベント等を通じた来館のきっかけづくり 

（山口県 周南市立徳山駅前図書館） 
・駅前の賑わい創出美術館と図書館の垣根を越えた新しい取り組み 

（群馬県 太田市美術館・図書館） 
 ・学校図書館-市立図書館連携事業(ほんくる)  

（茨城県 取手市立取手図書館・ふじしろ図書館） 
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図書館法（昭和二十五年法律第百十八号） 

 

（この法律の目的） 

第一条 この法律は、社会教育法（昭和二十四年法律第二百七号）の精神に基き、図書館の設置及び運

営に関して必要な事項を定め、その健全な発達を図り、もつて国民の教育と文化の発展に寄与す

ることを目的とする。 

（定義） 

第二条 この法律において「図書館」とは、図書、記録その他必要な資料を収集し、整理し、保存して、

一般公衆の利用に供し、その教養、調査研究、レクリエーシヨン等に資することを目的とする施

設で、地方公共団体、日本赤十字社又は一ω般社団法人若しくは一般財団法人が設置するもの（学

校に附属する図書館又は図書室を除く。）をいう。 

２ 前項の図書館のうち、地方公共団体の設置する図書館を公立図書館といい、日本赤十字社又は一般

社団法人若しくは一般財団法人の設置する図書館を私立図書館という。 

（図書館奉仕） 

第三条 図書館は、図書館奉仕のため、土地の事情及び一般公衆の希望に沿い、更に学校教育を援助し、

及び家庭教育の向上に資することとなるように留意し、おおむね次に掲げる事項の実施に努めな

ければならない。 

一 郷土資料、地方行政資料、美術品、レコード及びフィルムの収集にも十分留意して、図書、記録、

視聴覚教育の資料その他必要な資料（電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によって

は認識することができない方式で作られた記録をいう。）を含む。以下「図書館資料」という。）を収

集し、一般公衆の利用に供すること。 

二 図書館資料の分類排列を適切にし、及びその目録を整備すること。 

三 図書館の職員が図書館資料について十分な知識を持ち、その利用のための相談に応ずるようにする

こと。 

四 他の図書館、国立国会図書館、地方公共団体の議会に附置する図書室及び学校に附属する図書館又

は図書室と緊密に連絡し、協力し、図書館資料の相互貸借を行うこと。 

五 分館、閲覧所、配本所等を設置し、及び自動車文庫、貸出文庫の巡回を行うこと。 

六 読書会、研究会、鑑賞会、映写会、資料展示会等を主催し、及びこれらの開催を奨励すること。 

七 時事に関する情報及び参考資料を紹介し、及び提供すること。 

八 社会教育における学習の機会を利用して行つた学習の成果を活用して行う教育活動その他の活動

の機会を提供し、及びその提供を奨励すること。 

九 学校、博物館、公民館、研究所等と緊密に連絡し、協力すること。 

 

（司書及び司書補） 

第四条 図書館に置かれる専門的職員を司書及び司書補と称する。 

２ 司書は、図書館の専門的事務に従事する。 

３ 司書補は、司書の職務を助ける。 

     

IFLA-UNESCO 公共図書館宣言 2022 

2022年 7月 18日採択 

 

社会と個人の自由，繁栄および発展は，人間にとっての基本的な価値である。このことは，十分に情報を得てい

る市民が，その民主的権利を行使し，社会において積極的な役割を果たす能力によって，はじめて達成される。

建設的に参加して民主主義を発展させることは，十分な教育が受けられ，知識，思想，文化および情報に自由か

つ無制限に接し得ることにかかっている。 

 

地域において知識を得る窓口である公共図書館は，個人および社会集団の生涯学習，独自の意思決定および文

化的発展のための基本的条件を提供する。それは，商業的，技術的，あるいは法的な障壁に妨げられることなく，

科学や地域に関する知識をはじめとする，あらゆる種類の知識へのアクセスを提供し，知識の生産を可能にし，

かつ共有することによって，健全な知識社会を支える。 

 

図書館は，どの国においても，とりわけ開発途上国において，教育を受ける権利，および知識社会や地域の文化

生活へ参加する権利をできるだけ多くの人々が享受しうるよう支援する。 
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この宣言は，公共図書館が教育，文化，社会的包摂，情報の活力であり，持続可能な開発のための，そしてすべ

ての個人の心のなかに平和と精神的な幸福を達成するための必須の機関である，というユネスコの信念を表明す

るものである。 

 

したがって，ユネスコは国および地方の政府が公共図書館の発展を支援し，かつ積極的に関与することを奨励

する。 

 

公共図書館 

 

公共図書館は，その利用者があらゆる種類の知識や情報をたやすく入手できるようにする，地域の情報センタ

ーである。それは知識社会の不可欠な構成要素であって，ユニバーサル・アクセスを実現し，すべての人に情報

の意味のある利用を可能にするという責任を果たすため，情報伝達の新しい手法を継続的に取り入れる。また，

知識の生産と情報や文化の共有・交換に必要な，そして市民の関与を推進するための，公共スペースを提供する。 

 

図書館は地域社会を育むもので，積極的に新しい利用者にも手を差し伸べ，実効ある聞き取りによって，地域

の要求を満たし生活の質の向上に貢献するサービス企画を支援する。 人々の図書館への信頼に応え，地域社会

への積極的な情報の提供と啓発が公共図書館の目指すところである。 

 

公共図書館のサービスは，年齢，民族性，ジェンダー，宗教，国籍，言語，あるいは社会的身分やその他のいか

なる特性を問わず，すべての人が平等に利用できるという原則に基づいて提供される。理由は何であれ，通常の

サービスや資料の利用ができない人々，たとえば言語上の少数グループ（マイノリティ），障害者，デジタル技能

やコンピュータ技能が不足している人，識字能力の低い人，あるいは入院患者や受刑者に対しては，特別なサー

ビスと資料が提供されなければならない。 

 

いかなる年齢層の人々もその要求に応じた資料を見つけ出せなければならない。コレクション（蔵書）とサー

ビスには，伝統的な資料とともに，あらゆる種類の適切なメディアと現代技術が含まれていなければならない。

質の高い，地域の要求や状況に対応した，そして地域社会における言語的・文化的多様性を反映したものである

ことが基本的要件である。資料には，人間の努力と想像の記憶とともに，現今の傾向や社会の進展が反映されて

いなければならない。 

 

コレクション（蔵書）およびサービスは，いかなる種類の思想的，政治的，あるいは宗教的な検閲にも，また商

業的な圧力にも屈してはならない。 

 

公共図書館の使命 

 

情報，識字，教育，包摂性，市民参加，および文化に関連した以下の基本的使命を公共図書館サービスの核にし

なければならない。これらの基本的使命を通じて，公共図書館は持続可能な開発目標（SDGs）と，より公平で

人道的な持続できる社会の建設に貢献する。 

 

・検閲のない，幅広い情報や意見へのアクセスを提供し，あらゆる段階の正規と非正規の教育を支援するととも

に，継続的，自発的，自律的な知識の探求を可能にする生涯学習を人生の全段階で支援する。 

・個人の創造的な発展のための機会を提供する。そして想像力，創造性，好奇心と共感性を覚醒させる。 

・生まれてから大人になるまで，子供たちの読書習慣を育成し，それを強化する。 

・情報に基づいた民主的な社会を整備していくという観点で，読み書き能力を向上させる識字の活動やプログラ

ムに着手し，援助し，関与して，あらゆる年齢層のすべての人々のメディア・情報リテラシーとデジタルリテ

ラシーの技能の発達を促す。 

・デジタル技術を通じて，情報，コレクション，およびプログラムの利用を対面でも遠隔でも可能にして，いつ

でも可能な限り地域社会にサービスを提供する。 

・アクセスを促進する。 

 

財政，法令，ネットワーク 

 

公共図書館の建物への入場およびサービスは原則として無料とし，地方および国の行政機関が責任を持つもの

とする。それは国際的な協約や合意に基づいた，特定の，最新の法令によって維持され，国および地方自治体に
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より経費が調達されなければならない。公共図書館は，文化，情報提供，識字および教育のためのいかなる長期

政策においても，主要な構成要素でなければならない。 

 

デジタル時代において，著作権と知的財産権に関する法令は，物理的資源の場合と同様に，公共図書館に合理

的な条件でデジタルコンテンツを調達しアクセスできるようにする法的能力を有していることを保証しなけれ

ばならない。 

 

図書館の全国的な調整および協力を確実にするため，合意された基準に基づく全国的な図書館ネットワークが，

法令および政策によって規定され，かつ推進されなければならない。 

 

公共図書館ネットワークは，学校図書館や大学図書館だけでなく，国立図書館，広域の図書館，研究図書館およ

び専門図書館とも関連して計画されなければならない。 

 

運営と管理 

 

地域社会の要求に対応して，目標，優先順位およびサービス内容を定めた明確な方針が策定されなければなら

ない。地域についての知識と住民参加の重要性は，このプロセスにとって有用であり，意思決定には，地域社会

の関与がなければならない。 

 

公共図書館は効果的に組織され，専門的な基準によって運営されなければならない。 

 

地域社会のすべての人々が，サービスを実際にもまたデジタル方式でも利用できなければならない。それには

適切な場所につくられ，設備の整った図書館の建物，読書および勉学のための良好な施設とともに，相応な技術

の駆使と利用者に都合のよい十分な開館時間の設定が必要である。同様に図書館に来られない利用者に対するア

ウトリーチ・サービスも必要である。 

 

図書館サービスは，農村や都会地といった異なる地域社会の要求に対応させなければならない。また，当該地

域の，社会的に排除された集団，特別な支援を必要とする利用者，多言語の利用者，および先住民の要求にも対

応する必要がある。 

 

図書館員は，デジタルと伝統的なもの双方で，利用者と資源との積極的な仲介者である。十分な人的資源と情

報資源は，図書館員の専門教育と継続教育と同様，現在と将来の課題に対応し，適切なサービスを確実に行うた

めには欠くことができない。資源が量的・質的に十分かどうかについて，指導層が図書館専門職と協議しなくて

はならない。 

 

利用者がすべての資源から利益を得ることができるように，アウトリーチおよび利用者教育のプログラムが実

施されなければならない。 

 

継続的な調査研究は，政策立案者に図書館の社会的な利益を明示するために，図書館のインパクト（影響）や収

集したデータの評価を重視しなくてはならない。図書館がもたらす社会の利益はしばしば次の世代に及ぶので，

統計データについては長期的に収集しなくてはならない。 

 

連携 

 

連携を結ぶことは，図書館がより広範なより多様な人々と接するために不可欠である。関連する協力者，たと

えば，利用者グループ，学校，非政府組織，図書館協会，企業，そしてその他の専門職との地域，地方，全国，

国際な段階での協力が確保されなければならない。 

 

宣言の履行 

 

国および地方自治体の政策決定者，ならびに全世界の図書館界が，この宣言に表明された諸原則を履行するこ

とを，ここに強く要請する。 

 

（長倉美恵子・永田治樹・日本図書館協会国際交流事業委員会 訳） 






